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1 適用範囲 9 

この規格は，既設の配電設備又は被監視設備に後付けして使用するリアルタイム消費電力モニタリング10 

装置の評価方法について規定する。 11 

この規格は，取付け時に測定対象の停電を必要とせず，かつ，測定値又はこれに基づく算出値を外部シ12 

ステムへ出力する機能をもつ監視用装置に適用する。 13 

この規格は，交流 600 V 以下の回路に対応する装置に適用する。 14 

この規格は，電流計測だけを行い，電圧計測を行わない装置にも適用可能である。 15 

この規格は，設備監視，省エネルギー活動，CO2 排出量算定，稼働状況把握，異常検知その他これらに16 

類する用途に用いる監視用装置の性能評価に適用する。ただし，課金を目的とした電力量計としての計量17 

性能の認証には適用しない。 18 

2 引用規格 19 

次に掲げる引用規格は，この規格に引用されることによって，その一部又は全部がこの規格の要求事項20 

を構成している。これらの引用規格のうち，西暦年を付記してあるものは，記載の年の版を適用し，その21 

後の改正版（追補を含む。）は適用しない。西暦年の付記がない引用規格は，その最新版（追補を含む。）22 

を適用する。 23 

JIS C 61000-4-2 電磁両立性－第 4-2 部：試験及び測定技術－静電気放電イミュニティ試験 24 

JIS C 61000-4-3 電磁両立性－第 4-3 部：試験及び測定技術－放射無線周波電磁界イミュニティ試験 25 

CISPR 32:2015，Electromagnetic compatibility of multimedia equipment—Emission requirements 26 

3 用語及び定義 27 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次による。 28 

3.1 29 

後付け可能なリアルタイム消費電力モニタリング装置 30 
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既設の配電設備又は被監視設備への取付け時に停電を必要とせず，交流回路の電流又はこれに基づく消31 

費電力に関する情報を連続的に取得し，外部システムへ送信する装置 32 

3.2 33 

評価対象装置 34 

この規格によって性能評価を受ける装置 35 

3.3 36 

データ取得間隔 37 

評価対象装置が電流値又はその他の測定値を内部的に取得する時間間隔 38 

3.4 39 

双方向計測機能 40 

受電，送電のいずれの電力量も個々に計測可能な機能。 41 

4 評価対象装置の分類及び定格 42 

4.1 一般 43 

評価対象装置は，交流回路の電流又はこれに基づく消費電力に関する情報を取得し，設備監視，省エネ44 

ルギー活動，CO2排出量算定，稼働状況把握，異常検知その他これらに類する用途に用いる装置とする。 45 

4.2 分類 46 

評価対象装置は，計測方式，誤差及びデータ取得間隔の違いにより分類する。 47 

4.2.1 計測方式の分類 48 

評価対象装置の計測方式の分類は，表 1 による。ここでいう計測には，測定対象を直接計測せず，代替49 

手段を用いて電力量を算出する方式を含む。 50 

 51 

表 1－計測方式の分類 52 

計測方式記号 内容 

V/I 電圧及び電流を計測する装置 

I/PF 電流を計測し，電圧及び力率（PF）（ともに設定値又は外部から与え

られる値）を用いて電力を算出する装置 

4.2.2 データ取得間隔の分類 53 

評価対象装置のデータ取得間隔の分類は，最小データ取得間隔で規定し，表 2 による。 54 

 55 

表 2－データ取得間隔の分類 56 

データ取得間隔記号 最小データ取得間隔 

s 

T1 1 

T60 60 
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4.2.3 誤差クラスの分類 57 

評価対象装置の誤差クラスの分類は，表 3 による。 58 

 59 

表 3－誤差クラスの分類 60 

誤差クラス記号 内容 

E1 表 6 に規定する E1 の誤差の限度に適合するもの 

E2 表 6 に規定する E2 の誤差の限度に適合するもの 

E4 表 6 に規定する E4 の誤差の限度に適合するもの 

E8 表 6 に規定する E8 の誤差の限度に適合するもの 

4.2.4 表示方法 61 

評価対象装置の表示は，計測方式記号，データ取得間隔記号及び誤差クラス記号をこの順序で組み合わ62 

せて表す。 63 

例 V/I-T1-E1，I/PF-T60-E4 64 

4.3 相及び線式 65 

評価対象装置の相及び線式は，表 4 による。 66 

 67 

表 4－相及び線式 68 

相及び線式 

単相 2 線式，単相 3 線式，三相 3 線式，三相 4 線式 

 69 

4.4 定格電圧 70 

評価対象装置の定格電圧は，表 5 による。 71 

注記 定格電圧は，電圧回路に加わる電圧のことであり，三相 4 線式では相電圧，それ以外は線間電圧72 

のことである。 73 

 74 

表 5－定格電圧 75 

単位 V 

定格電圧 

600 以下 

 76 

4.5 定格周波数 77 

評価対象装置の定格周波数は，50 Hz 及び／又は 60 Hz とする。 78 

5 一般試験条件 79 

試験は，特に規定がない限り，周囲温度 23 ℃±5 ℃，相対湿度 25 %～85 %で，結露がない環境で行う。 80 

試験に用いる結線方式は，評価対象装置の仕様に応じて，単相 2 線式，単相 3 線式，三相 3 線式又は三81 
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相 4 線式とする。 82 

6 性能 83 

6.1 誤差の算出方法 84 

次の式によって誤差 E（%）を算出する。 85 

 86 

E = 
𝑊𝑝 − 𝑊𝑝𝑡

𝑊𝑝𝑡
× 100  

 87 
ここで， E： 誤差（%） 

 Wp： 評価対象装置が計測した電力量（Wh） 

 Wpt： Wpに対応する真の電力量（Wh） 

この規格は，評価対象装置が直接に電圧及び電流を計測する必要はない。何らかの方式で電力を算出す88 

る場合は，評価対象装置を正しく設置した状態で得られる算出電力量と真の電力量とを比較して，誤差を89 

求めてもよい。 90 

6.2 誤差 91 

評価対象装置は，7.2 によって試験を行ったとき，その誤差は，誤差クラスごとに表 6 の限度を超えては92 

ならない。 93 

双方向計測機能付き評価対象装置の場合，表 6 の値は，各電流方向に適用する。 94 

 95 

表 6－誤差の限度 96 

誤差クラス 

記号 

負荷電流 

% 

力率 誤差の限度 

% 

E1 2.5，20，100 1 ±1.0 

5，20，100 0.5（遅れ電流） ±1.5 

E2 2.5，20，100 1 ±2.0 

5，20，100 0.5（遅れ電流） ±2.5 

E4 2.5，20，100 1 ±4.0 

5，20，100 0.5（遅れ電流） ±5.0 

E8 2.5，20，100 1 ±8.0 

5，20，100 0.5（遅れ電流） ±10.0 

注記 負荷電流は，定格電流に対する割合である。 

6.3 最小動作電流 97 

評価対象装置は，7.3 によって試験を行ったとき，電力量表示値が増加しなければならない。 98 

6.4 自己加熱の影響 99 

評価対象装置は，7.4 によって試験を行ったとき，自己加熱による誤差の変化は，表 7 の限度を超えては100 

ならない。 101 
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 102 

表 7－自己加熱による誤差の変化の限度 103 

力率 経過時間 

min 

誤差の変化の限度 

% 

1 30 0.5 

6.5 不平衡負荷の影響 104 

単相 3 線式，三相 3 線式及び三相 4 線式の評価対象装置は，7.5 によって試験を行ったとき，誤差が表 8105 

に規定する限度を超えてはならない。 106 

 107 

表 8－不平衡負荷による誤差の限度 108 

誤差の限度 

% 

±3.0 

6.6 温度特性 109 

評価対象装置は，7.6 によって試験を行ったとき，周囲温度の変化によって生じる誤差の変化は，表 9 の110 

限度を超えてはならない。 111 

 112 

表 9－温度特性による誤差の変化の限度 113 

温度変化 

℃ 

誤差の変化の限度 

% 

-10～20 1.8 

20～40 1.2 

6.7 電圧特性 114 

評価対象装置は，7.7 によって試験を行ったとき，定格電圧を基準とする±10 %の電圧の変化によって115 

生じる誤差の変化は，表 10 の限度を超えてはならない。この試験は，計測方式記号 V/I の装置だけに適用116 

する。 117 

表 10－電圧特性による誤差の変化の限度 118 

負荷電流 

% 

力率 誤差の変化の限度 

% 

2.5，100 1 1.0 

6.8 周波数特性 119 

評価対象装置は，7.8 によって試験を行ったとき，定格周波数を基準とする±5 %の周波数の変化によっ120 

て生じる誤差の変化は，表 11 の限度を超えてはならない。 121 

 122 

表 11－周波数の変化による誤差の変化の限度 123 

負荷電流 

% 

力率 誤差の変化の限度 

% 

2.5，100 1 1.0 

注記 負荷電流は，定格電流に対する割合である。 
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6.9 外部磁界の影響 124 

評価対象装置は，7.9 によって試験を行ったとき，外部磁界を与えたことによって生じる誤差の変化は，125 

表 12 の限度を超えてはならない。 126 

 127 

表 12－外部磁界による誤差の変化の限度 128 

負荷電流 

% 

力率 誤差の変化の限度 

% 

2.5 1 1.0 

注記 負荷電流は，定格電流に対する割合である。 

6.10 電流回路における奇数高調波及び分数調波の影響 129 

評価対象装置は，7.10 によって試験を行ったとき，電流回路に奇数高調波及び分数調波を含めたことに130 

よって生じる誤差の変化は，表 13 の限度を超えてはならない。 131 

 132 

表 13－電流回路における奇数高調波及び分数調波による誤差の変化の限度 133 

負荷電流 

% 

力率 誤差の変化の限度 

% 

2.5 1 3.0 

注記 負荷電流は，定格電流に対する割合である。 

6.11 静電気放電の影響 134 

評価対象装置は，7.11 によって試験を行ったとき，静電気放電の印加中及び印加後において，評価対象135 

装置に損傷がなく，電力量表示値が保持されていなければならない。 136 

評価対象装置は，7.11 によって試験を行ったとき，誤差は，表 14 の限度を超えてはならない。 137 

 138 

 139 

表 14－静電気放電による誤差の限度 140 

力率 誤差の限度 

% 

1 1.0 

6.12 高周波電磁界の影響 141 

評価対象装置は，7.12 によって試験を行ったとき，電力量表示値が保持されていなければならない。 142 

評価対象装置は，7.12 によって試験を行ったとき，高周波電磁界を与えたことによって生じる誤差の変143 

化は，表 15 の限度を超えてはならない。 144 

 145 

表 15－高周波電磁界による誤差の変化の限度 146 

力率 誤差の変化の限度 

% 

1 2.0 
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6.13 無線周波妨害抑制 147 

評価対象装置は，7.13 によって試験を行い，CISPR 32:2015 のクラス Bに定める要件に適合しなければ148 

ならない。 149 

7 試験方法 150 

7.1 一般 151 

7.1.1 試験状態 152 

試験状態は，特に指定のない限り，次による。 153 

a) 評価対象装置は，完成品の状態で試験を行う。接地すべき全ての部分は，接地する。 154 

b) 試験を行う前に，各回路は，熱安定状態に到達するのに十分な時間をかけて電圧及び電流を印加する。 155 

c) さらに，三相評価対象装置の場合は，次による。 156 

－ 位相順序は，正相順とする。 157 

－ 電圧と電流は，実質的に平衡していることとする（表 16 参照）。 158 

d) 標準状態は，表 16 による。 159 

 160 

表 16－標準状態 161 

項目 基準値 許容値 備考 

周囲温度（℃） 23 ±2 ― 

電圧 定格電圧 ±1.0 % ― 

周波数 定格周波数 ±0.3 % ― 

位相順序 1－2－3 ― ― 

電圧不平衡 全相を接続 ― ― 

波形 正弦波電圧及び電流 ひずみ率 <2 % ― 

基準周波数における外部

磁気誘導 

磁気誘導ゼロ 誤差変動が次の値以下と

なる磁気誘導 ±0.2% 

ただし，どのような場合で

も，0.05 mT 未満であるこ

とが望ましい。 

高周波電磁界（V/m） 

26 MHz～1 GHz 
0 <1 ― 

7.1.2 基準周波数における外部磁界 162 

23 ℃以外の温度で試験を行う場合は（許容差を含む），評価対象装置の適切な温度係数を適用して試験163 

結果を修正する。 164 

試験は，次による。 165 

a) 評価対象装置が単相の場合，評価対象装置を通常どおり電源に接続して誤差を測定し，次に，電圧回166 

路及び電流回路の接続をともに反転して誤差を測定する。この二つの誤差の差の 1/2 を誤差の変動値167 

とする。外部磁界の位相が不明であるため，力率 1 では定格電流の 2.5 %，力率 0.5 では定格電流の168 

5 %で試験を行う。 169 

b) 評価対象装置が三相の場合，力率 1 では定格電流の 2.5 %で測定し，各回の終了後に，位相順序はその170 

ままとし，電流回路及び電圧回路への接続を 120°変更する。こうして求めた各誤差間の最大差及び171 

平均値を誤差の変動値とする。 172 
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7.1.3 試験結果の解釈 173 

ある試験の結果が，測定の不確かさ及び測定に影響を与える他の要因によって，表 6 に規定した限度を174 

超える場合，表 17 に規定した範囲内で全ての試験結果を平行移動させたときに表 6 の限度内に入れば，175 

その試験結果は限度内とみなしてもよい。 176 

 177 

表 17－試験結果の解釈における許容移動度 178 

単位 % 

許容移動度 

1.0 

 179 

7.2 誤差 180 

試験は，定格周波数及び定格電圧の下で，表 18 に規定する力率及び負荷電流によって，誤差を測定す181 

る。 182 

表 18－試験条件 183 

力率 負荷電流 

% 

1 2.5，20，100 

0.5（遅れ電流） 5，20，100 

注記 負荷電流は，定格電流に対する割合である。 

 184 

7.3 最小動作電流 185 

試験は，定格周波数及び定格電圧の下で，表 19 に規定する負荷電流を通じ，表 20 に示す時間だけ電流186 

を印加し，電力量表示値が増加することを確認する。 187 

 188 

表 19－最小動作電流 189 

力率 負荷電流 

% 

1 0.2 

注記 負荷電流は，定格電流に対する割合である。 

 190 

 191 

表 20－最小動作電流印加時間 192 

単位 s 

電流印加時間 

10 

 193 

7.4 自己加熱の影響 194 

定格周波数及び定格電圧の下で，力率 1 の状態で定格電流を通じて試験を行い，電源投入直後と 30 分195 

後のそれぞれの誤差の差を求める。 196 

7.5 不平衡負荷の影響 197 
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定格周波数及び定格電圧の下で，1 素子ごとに表 21 に規定する負荷電流によって誤差を測定し，平衡負198 

荷の状態に対する誤差の差を求める。 199 

 200 

表 21－不平衡負荷試験の条件 201 

力率 負荷電流 

% 

1 2.5，100 

0.5（遅れ電流） 5 

注記 負荷電流は，定格電流に対する割合である。 

7.6 温度特性 202 

試験は，次による。温度を変化させる場合は，温度衝撃が加わらないように，試験槽内の温度を毎分 1 ℃203 

±0.x ℃，最大で毎分 2 ℃の割合で変化させる。 204 

定格周波数及び定格電圧の下で，表 22 に規定する負荷電流を通じて，表 23 に規定する周囲温度におい205 

て誤差を測定し，周囲温度の変化によって生じる誤差の差を求める。 206 

 207 

 208 

表 22－温度特性試験の負荷条件 209 

力率 負荷電流 

% 

1 2.5 

注記 負荷電流は，定格電流に対する割合である。 

 210 

表 23－温度特性試験の周囲温度条件 211 

単位 ℃ 

周囲温度 

-10，20，40 

7.7 電圧特性 212 

定格周波数の下で，電圧を定格電圧の 90 %，100 %及び 110 %に変化させ，表 24 に規定する力率及び負213 

荷電流によって誤差を測定し，定格電圧からの電圧の変化によって生じる誤差の差を求める。 214 

 215 

表 24－電圧特性の試験条件 216 

力率 負荷電流 

% 

1 2.5，100 

注記 負荷電流は，定格電流に対する割合である。 

7.8 周波数特性 217 

試験は，定格電圧の下で，周波数を定格周波数の 95 %，100 %及び 105 %に変化させ，表 25 に規定する218 

力率及び負荷電流によって誤差を測定し，定格周波数の変化によって生じる誤差の差を求める。 219 

 220 
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表 25－周波数特性の試験条件 221 

力率 負荷電流 

% 

1 2.5，100 

注記 負荷電流は，定格電流に対する割合である。 

7.9 外部磁界の影響 222 

評価対象装置を 30 A/m の磁化コイルの中心に置き，そのコイルが発生する磁界を評価対象装置に最大223 

の影響を及ぼす方向から与え，定格周波数及び定格電圧の下で，表 26 に規定する負荷電流によって誤差を224 

測定し，外部磁界によって生じる誤差の差を求める。 225 

ただし，磁化コイルの電流は，評価対象装置を駆動させる電源と同一周波数とし，また，評価対象装置226 

に最大の影響を与える位相とする。 227 

 228 

表 26－外部磁界試験の条件 229 

力率 負荷電流 

% 

1 2.5 

注記 負荷電流は，定格電流に対する割合である。 

7.10 電流回路における奇数高調波及び分数調波の影響 230 

定格周波数及び定格電圧の下で，表 27 に規定する力率 1 の負荷電流を図 1 に示す回路に通じて誤差を231 

測定する。さらに，定格周波数及び定格電圧の下で，図 2～図 5 に示す試験電流を図 1 に示す回路に通じ232 

て誤差を測定し，奇数高調波及び分数調波によって生じる誤差の差を求める。試験は，図 1 に示す回路に233 

代えて，図 2～図 5 に示す試験電流波形を生成できる別の装置によって実施してもよい。 234 

なお，特に影響に差が見られない場合には，各素子を単相接続（電圧回路を並列に，電流回路を直列に235 

接続した状態）で試験を行ってもよい。 236 

 237 

表 27－奇数高調波及び分数調波試験の条件 238 

力率 負荷電流 

% 

1 2.5 

注記 負荷電流は，定格電流に対する割合である。 

 239 
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注記 1  比較用評価対象装置は，高調波が含まれる状態で，総有効電力量（基本波＋高調波）を測定するものである。 240 

注記 2  Iref（基準電流）と Itest（試験電流）との関係は，図 2 による。 241 

注記 3  Iref（基準電流）の値は，表 27 の負荷電流である。 242 

図 1－奇数高調波・分数調波試験回路 243 

 244 

 

図 2－位相点弧波形（定格周波数が 50 Hz の場合） 245 

 246 
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図 3－位相点弧波形の奇数高調波成分 247 

 248 

 

図 4－バースト点弧波形（定格周波数が 50 Hz の場合） 249 

 250 
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図 5－バースト点弧波形の分数調波成分（定格周波数が 50 Hz の場合） 251 

7.11 静電気放電の影響 252 

試験は，JIS C 61000-4-2 に従い，次による。評価対象装置に電源を投入し，計測を行わない状態で，表253 

28 に規定する条件によって直流電圧による接触放電を電気回路以外の部分に加え，外的損傷の有無及び電254 

力量表示値の保持を確認した後，定格周波数及び定格電圧の下で，表 29 に規定する力率及び負荷電流によ255 

って誤差を測定する。ただし，外部に露出した金属部分がないため接触放電を加えられない場合は，試験256 

電圧 8 kV の気中放電を加える。 257 

 258 

表 28－静電気放電の条件 259 

項目 条件 

静電容量（pF） 150 

放電回数（回） 10 

放電間隔 最小 1 s 間隔で連続 

接触放電での印加電圧 直流電圧で 6 kV 

放電抵抗（Ω） 330 

 260 

表 29－静電気放電の影響試験の条件 261 

力率 負荷電流 

% 

1 2.5 

注記 負荷電流は，定格電流に対する割合である。 

7.12 高周波電磁界の影響 262 

試験は，JIS C 61000-4-3 に従い，次による。 263 

a) 評価対象装置は，動作状態とする。 264 

b) 周波数範囲は，26 MHz～1 GHz とする。 265 
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c) 電界強度は，10 V/m とする。 266 

d) 掃引速度は，0.0015 ディケード/s 以内とする。 267 

e) 振幅変調は，1 kHz の正弦波で 80 %とする。 268 

定格周波数及び定格電圧の下で，力率 1 の定格電流の 2.5 %以上の負荷電流によって，上記の条件で電269 

磁波を照射し，照射前及び照射中の電力誤差を測定して，電磁波の照射によって生じる誤差の差を求める。270 

また，電力量表示値が保持されていることを確認する。 271 

特に影響に差が見られない場合には，単相接続した状態で試験を行ってもよい。 272 

7.13 無線周波妨害抑制 273 

試験は，CISPR 32:2015 に従い，次による。 274 

a) 判定基準は，CISPR 32:2015 のクラス Bによる。 275 

b) 評価対象装置は，動作状態とする。 276 

c) 定格周波数及び定格電圧の下で，電流回路に表 30 に規定する負荷電流を印加する。 277 

 278 

表 30－無線周波妨害抑制の試験条件 279 

力率 負荷電流 

% 

1 2.5 

注記 負荷電流は，定格電流に対する割合である。 

 280 
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